
  

一 

財
政
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
案
） 

財
政
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
三
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

第
四
条
第
一
項
中
「
以
て
」
を
「
も
つ
て
」
に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
但
し
」
を
「
た
だ
し
」
に
改
め
、
「
公
共
事
業

費
」
の
下
に
「
、
文
教
・
科
学
振
興
費
」
を
加
え
、
同
条
第
三
項
中
「
公
共
事
業
費
」
の
下
に
「
及
び
文
教
・
科
学
振
興
費
」

を
加
え
る
。 

 

第
二
十
二
条
中
「
外
、
左
の
」
を
「
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
中
「
公
共
事
業
費
」
の
下
に
「
及
び
文

教
・
科
学
振
興
費
」
を
加
え
る
。 

附 

則 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
文
教
・
科
学
振
興
費
の
財
源
に
充
て
る
た
め
に
発
行
し
た
公
債
等
の
速
や
か
な
償
還
） 

２ 

政
府
は
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
財
政
法
第
四
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
文
教
・
科
学
振
興
費
の
財
源
に

充
て
る
た
め
に
発
行
し
た
公
債
及
び
な
し
た
借
入
金
に
つ
い
て
は
、
国
家
公
務
員
の
人
件
費
の
削
減
等
の
徹
底
し
た
歳
出
の



 

二 

削
減
の
た
め
の
措
置
等
を
通
じ
て
そ
の
償
還
財
源
の
確
保
を
図
り
、
そ
の
速
や
か
な
償
還
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。 



  

三 

理 

由 

 

文
教
・
科
学
振
興
費
の
財
源
に
つ
い
て
は
、
国
会
の
議
決
を
経
た
金
額
の
範
囲
内
で
、
公
債
を
発
行
す
る
こ
と
等
が
で
き
る

よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
政
府
は
、
徹
底
し
た
歳
出
の
削
減
の
た
め
の
措
置
等
を
通
じ
て
そ
の
公
債
等
の
償
還
財
源
の
確
保
を

図
り
、
そ
の
速
や
か
な
償
還
に
努
め
る
も
の
と
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。 

 


